
「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修
修了要件」が改正され令和3（2021）年9月に通知され
ました。今後、研修修了要件が段階的に適用され、その
第一段階として令和5年度は15時間以上の研修の修了
を市区町村に申請し、確認を受けることになります。

処遇改善等加算Ⅱは当初から市区町村行政の解釈にも
混乱が見受けられますので、改めて説明します。
●「保育士等キャリアアップ研修」と 

「幼稚園・ 認定こども園キャリアアップ研修」
下図（注1）をご覧ください。二重線で左右を分けました。

研修は施設により「保育士等キャリアアップ研修」と「幼
稚園・認定こども園キャリアアップ研修」のふたつに大
別されます。「キャリアアップ研修」という名称は同じ
ですが、研修の考え方や組み立て方等は大きく異なって
います。認定こども園に勤務している保育者は、乳児の
担当であっても幼稚園・認定こども園の研修受講で加算
認定が得られます。しかし、市区町村行政はもともと保
育所を担ってきたことから、厚生労働省の通知を優先し
て、保育士等キャリアアップを推奨する例がありますの
でご留意ください。（既に保育士等キャリアアップを受
講されている方は、修了すれば処遇改善等加算Ⅱの時間
数要件を満たしますのでご安心ください。）

保育所では1分野15時間の研修が１セットです。最
終的に4分野（計60時間）の研修を修了し証明を得る
ことで加算認定が行われます。

幼稚園・認定こども園では、分野は問われません。研
修総時間数として60時間分の研修を修了し証明を得る
ことで、加算認定が行われます。ただし令和8（2026）
年度からは、60時間の中にマネジメント研修（注2）15時

間分を含んでいるかの確認がなされます。
●「幼稚園・認定こども園キャリアアップ研修」と

「研修俯瞰図・研修ハンドブック」
当機構が推進してきた幼児教育の研修の体系化をは

かった「研修俯瞰図」と、研修の履歴を蓄積して可視化
する「研修ハンドブック」に基づいて、各都道府県でも
数多くの研修が実施されてきました。この実績が国に認
められ、今まで私たちが研修してきたことが、「幼稚園・
認定こども園キャリアアップ研修」となったのです。教
師は主体的に学び続ける存在として、永年、各私立幼稚
園が積み重ねてきた研修の文化が処遇改善等加算Ⅱとし
て活かされたのです。新たに作られた「保育士等キャリ
アアップ研修」と大きく違うところです。研修の受講証
明は、各自が研修ハンドブックに蓄積したシールによっ
て行われます。（園から市区町村への標準的な申請様式
は、本年度内には三府省から示される予定）

下図は、研修要件の段階的な実施を示したものです。
右側に〇で囲みましたが、「分野」で示しているのは「保
育士等キャリアアップ」についての要件であり、認定こ
ども園・幼稚園には関係がありません。orの下の部分
の研修総時間数が要件となります。

引用文献等
注1：�掲載資料は、内閣府HP>内閣府の政策>子ども・子育て本部>子

ども・子育て支援新制度>『子育て支援事業者の方向け情報』か
ら引用。筆者が説明個所を強調するために加筆。

注2：�マネジメント分野に係る研修とは、カリキュラム・マネジメン
ト、組織マネジメント、他機関との連携、リーダーシップ、人材
育成・研修、働きやすい環境作りなど。園の円滑な運営、教育・
保育の質を高めるために必要なマネジメント及びリーダーシップ
の能力を身につけるために必要な研修が幅広く認められている。

保育士等キャリアアップ

認定こども園・幼稚園等キャリアアップ

保育士等キャリアアップ

認定こども園・幼稚園等キャリアアップ

処遇改善等加算Ⅱ研修修了要件の改正について
処遇改善等加算Ⅱへの対応について

一般財団法人全日本私立幼稚園幼児教育研究機構　専務理事╱加藤 篤彦

「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱに係る研修修了要件について（通知）」改正概要 より　令和3（2021）年9月

6 まなびの広場　2022.8


